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【Abstract 】 

In the world, over 100 million people have escaped from their countries. Western nations have protected most of them, 

but the Japanese government has yet to do much. However, since Russia began to attack Ukraine and about 20 million 

people ,the Japanese government has accepted them on a larger scale.Thats why we understand it profoundly is 

essential.So,we interviewed the local government and organizations  supporting refugees and made a game which makes 

us understand about it easily.  

 

【要旨】 

 世界では 1 億人以上の人が紛争などの問題で母国を追われ、その多くを欧米諸国が受け入れていたが、日本で

は僅かな人数しか受け入れていなかった。しかしロシア・ウクライナ問題がおき約 2000万人もの人が国外脱出し、

日本でも受け入れを始めた。このように変化した現状を多くの人に伝え、深く理解してもらうことが重要だと考

えた。そこで受け入れを行なっている自治体や支援をしている機関にインタビューを行い、楽しく、簡単に学べ

るゲームを作成した。 

 

1. 研究動機 

 テレビのニュースに目を向けたとき、ロシア・ウクライナ問題の話題が流れていた。その報道の内容で、ウク

ライナから約2000万人もの人が国外脱出をし、欧米諸国が主に受け入れていることを知った。そこで、日本は国

外脱出をした人をどれぐらい受け入れているのか気になり調べた。しかし、深く調べていくと日本が受け入れて

いるのは難民としてでは無く、避難民として受け入れていることが明らかになった。そこで自分たちは、日本に

やってくる難民・避難民の受け入れられる側、自治体などの受け入れる側の2つの視点から、どのような行動を

とることが私たちに必要なのかを考えたいと思い、研究を始めた。 

 

2. 仮説 

何らかの形で難民についての広報を行うことで簡単に難民問題に興味を持ってもらうきっかけとなるのではな

いかと考える。 

 

3. 調査方法 

(1)インターネットによる調査 

(2)フィールドワーク① 

 仙台市役所交流企画課でお話を伺った。(2023年8月17日) 

(3)フィールドワーク② 



 国際協力機構(JICA)筑波センターを訪問しお話を伺った。(2023年10月25日) 

 

4. 結果 

(1)インターネットによる調査 

 日本に難民認定を申請する人の数は近年、コロナ禍の影響も考えられ、少なくなっているが、平成 29年あたり

は難民認定制度が甘く、難民を装い日本での就労目的の「偽装難民」によって申請者数が増加していた(図1)。し

かし日本は難民の受け入れに対して厳しい姿勢をとっているため他国と比べて、日本は難民の認定数、認定率が

共に低くなっている。(図2)この原因として国の定める難民の定義が狭いことや日本社会の難民へのイメージなど

が挙げられる。 

 

 

(図1)難民認定申請者数の推移 

 

(図2)難民認定数の各国比較 

2022 年のロシア・ウクライナ問題で変化が起き、ウクライナから約１０００万人もの人が国外脱出をした。そ

の主な受け入れ先は欧米諸国であったが、日本は約2000人を2023年まで受け入れている。しかし受け入れている

のは難民としてではなく、その他の庇護に当たる避難民としてであった。(図3) 

  



 

＊避難民とは 

 難民と違い漠然とした定義しかなく、自国が紛争や災害などにより、国境を超えていなくても国内で移動を強

制されている人のことを指す。また、難民とは違って年金、健康保険等を受けることができない。 

 

 

(図3)日本における難民庇護の数 

 

(2)フィールドワーク① 

 仙台市役所交流企画課の担当者の方にウクライナ避難民の受け入れに関してお話を伺った。まず受け入れの流

れとしては、日本に身寄りの有無で異なる。身寄りがある場合は、日本にいる知人や親戚が出入国管理局に申請

し、日本に入国する。その後、身元引受人がいる自治体で引き取られる。またこのような事例は子供が日本人と

結婚した60代の人に多い。 



 

(図4)ウクライナ避難民の支援の流れ 

 

一方身寄りがない場合、主に SNS での知人と待ち合わせをしたがその知人が現れなかった場合などは、まず出

入国管理局に引き取られる。その後話し合いを行い、住居を提供している自治体の中から本人の希望に沿った自

治体で引き取られる。 

 

 

(図5)ウクライナ避難民の支援の流れ 

 

また、仙台市としては医療助成や生活支援金の給付、文化交流センターでの相談対応などの支援を行っている。 

  



 

(3)フィールドワーク② 

 国際協力機構(JICA)筑波センターを訪問し、担当者の方と JICA 筑波の図書情報室司書の方に、JICA 筑波の行っ

ている難民支援について伺った。 

 

(4)ゲーム作成 

ここまでの調査で日本がウクライナ避難民を受け入れたことは、日本における難民問題での大きな変化であり、

この機会に多くの人が難民問題は他人事ではないと捉えることが重要だと考えた。しかしただ広報しても、もと

もと興味を持っている人にしか伝えることができないと感じ、ゲームを作成した。 

 

 

 



上の画像のように、すごろく形式でどのように難民の避難の流れと避難した先の国での生活を知ることができ

るゲームを作成した。またすごろくにクイズを組み合わせすごろくの結果だけでなく、クイズの結果もゲームの

順位に組み込み、ただすごろくをするだけでなく難民についてもポイントを押さえることができるようにした。 

 

5. 結論 

 今回の調査で国や地方自治体で経済的支援以外にも避難民が自立するための様々な支援を行っていることがわ

かった。しかし私たち自身が難民の方々を交流会以外の方法で直接支援を行うことは難しいため受け入れる側の

理解を深めることが大切だと考えた。そこで私たちは、難民について深く理解していない人々に対して、難民問

題をゲーム感覚で知ってもらえるものを作成した。 

 今回はすごろくとクイズを組み合わせたゲームを作成したが、これの存在を知ってもらうことや、さらに幅広

く難民問題を知りたいという興味を持ってもらうことの工夫が必要であると感じたため改善していきたい。 
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